
 

 

加工食品の原料原産地表示制度に関する検討会開催要領 

 

第１ 趣旨 

加工食品の原料原産地表示については、「消費者基本計画」（平成27年3月

24 日閣議決定）において、「順次実態を踏まえた検討を行う」とされており、

「食料・農業・農村基本計画」（平成 27 年 3 月 31 日閣議決定）において、

「実行可能性を確保しつつ拡大に向けて検討する」とされている。 

また、「総合的な TPP関連政策大綱」（平成 27年 11月 25日 TPP総合対策本

部決定）において、食の安全・安心に関する施策として、「原料原産地表示

について、実行可能性を確保しつつ、拡大に向けた検討を行う」とされてい

る。 

以上を踏まえ、消費者庁と農林水産省の共催で「加工食品の原料原産地表

示制度に関する検討会」（以下「検討会」という。）を開催し、今後の対応方

策について幅広く検討する。 

 

第２ 検討項目 

（１）現行の加工食品の原料原産地表示制度や取組の検証 

（２）加工食品の原料原産地表示の拡大に向けた具体的な方策 

（３）その他 

 

第３ スケジュール及び進め方 

現行の加工食品の原料原産地表示制度や事業者の取組状況等を踏まえ、関

係者からヒアリング等を行いつつ検討を進め、平成 28 年秋を目途に中間的

な取りまとめを行う。 

 

第４ 委員等 

（１）委員は、別紙の者で組織する。 

（２）検討会の座長は、委員の互選により選任する。 

（３）座長は、検討会を統括する。 

（４）座長に事故があるときには、あらかじめその指名する者が、その職務を

代理する。 

 

第５ 運営 

（１）検討会の庶務は、消費者庁食品表示企画課及び農林水産省消費・安全局

消費者行政課において処理する。 

（２）座長は、必要があると認めるときは、委員以外の関係者に検討会への出

席を求め、意見を聴くことができる。 
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（３）検討会は原則として公開にて行う。 

（４）検討会の資料は、各回終了後、ウェブサイトにおいて公表する。ただし、

座長は、公表することにより検討に著しい支障を及ぼすおそれがあると認

めるとき、その他正当な理由があると認めるときは、資料を非公表とする

ことができる。 

（５）検討会の議事録については、各回終了後、委員の了解を得た上で、ウェ

ブサイト等において公表する。 

（６）この要領に定めるもののほか、議事の手続その他検討会の運営に関し必

要な事項は、座長が別に定める。 

 

  



 

 

（別 紙） 
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